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2023 年 税理士受験対策シリーズ 所得税法 理論サブノート 

平素よりご愛顧いただき誠にありがとうございます。 

法改正の影響により、本書の記載内容に改訂が生じております。 

ご購入いただいたみなさまには大変お手数をおかけいたしますが、下記該当書

籍及び改訂箇所をご確認のうえ、ご使用いただきますようお願い申し上げます。 

 該当書籍 

  2023 年 税理士試験受験対策シリーズ 

  所得税法 理論サブノート（2022 年 8月 12 日第 22 版発行） 

  ISBN978-4-86486-933-1 C1034 

改訂内容 

の部分については、該当箇所を直接修正して下さい。

の部分については、点線に沿って切り取り、貼り付ける等してご利

用下さい。なお、規定本文中にアンダーラインが付されている箇所は、朱文字

に相当する用語となります。
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問題 2－4 各種所得の意義及び金額 

P26〔5〕給与所得 (3)特定支出の控除の特例 ③特定支出の範囲 

（3行目） 

者又はキャリアコンサルタントにより証明がされたものをいう。 

       ↑ 

      追加 

問題 2－18 ストック・オプション税制 

P62〔1〕内容 

(1) その行使はその付与決議の日後2年を経過した日から10年（その決議の日においてその

株式会社の設立の日以後の期間が5年未満であることその他一定の要件を満たすものであ

る場合には15年）を経過する日までの間に行わなければならないこと 

問題 2－19 特定中小会社が発行した株式に係る特例（エンジェル税制） 

P64〔2〕特定株式に係る譲渡損失の繰越控除等 (1)①内容 

（1行目） 

…特定中小会社の特定株式（特定新規中小企業者の設立特定株式を含む。〔2〕において同じ。）

が適用期間（特定中小会社の設立の日…        ↑ 

         ↓               追加 

         その 

P64〔2〕特定株式に係る譲渡損失の繰越控除等 (2)①内容 

（3行目） 

株式の取得に要した金額の控除又は設立特定株式の取得に要した金額の控除の適用がある

場合には、…                  ↑ 

                       追加 

P65〔2〕特定株式に係る譲渡損失の繰越控除等 (3)①内容 

（4行目） 

…取得に要した金額の控除もしくは設立特定株式の取得に要した金額の控除又は特定株式

に係る譲渡損失の損益通算…           ↑ 

                       追加 

P65〔3〕特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例 

（5行目） 

…、特定株式の取得に要した金額の控除及び設立特定株式の取得に要した金額の控除の規定

は適用しない。                    ↑ 

                           追加 
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P65 （新規追加） 

〔４〕設立特定株式の取得に要した金額の控除（措法 37 の 13 の 2） 

(1) 内 容 

その年中に払込みにより取得をした特定新規中小企業者の設立特定株式（その年 12 月

31 日において有するものに限る。）の取得に要した金額の合計額は、その年分の一般株式

等に係る譲渡所得等の金額及び上場株式等に係る譲渡所得等の金額の計算上控除する。 

なお、この規定の適用を受けた設立特定株式及びその年中に払込みにより取得した同一

銘柄の株式については、特定株式の取得に要した金額の控除の規定は適用しない。 

(2) 申告要件 

(1)の規定は、確定申告書に一定の事項の記載があり、かつ、一定の書類の添付がある

場合に限り適用する。 

問題 3－3 損益通算 

P92〔7〕一般株式等の譲渡による損失の金額 (2)①内容 

（3行目） 

株式の取得に要した金額の控除又は設立特定株式の取得に要した金額の控除の適用がある

場合には、…                  ↑ 

                       追加 

問題 3－4 純損失の繰越控除 

P95 （新規追加） 

〔５〕特定非常災害に係る純損失の繰越控除の特例（法 70の 2） 

確定申告書を提出する居住者のその年の前年以前5年内の各年において生じた特定非常災

害発生年純損失金額又は被災純損失金額（前年以前に控除されたもの及び純損失の繰戻し還

付の計算の基礎となったものを除く。）がある場合には、その特定非常災害発生年純損失金

額又は被災純損失金額は、一定の順序により、その申告書に係る年分の課税標準の計算上控

除する。 

問題 3－5 雑損失の繰越控除 

P96 （新規追加） 

〔５〕特定非常災害に係る雑損失の繰越控除の特例（法 71の 2） 

確定申告書を提出する居住者のその年の前年以前5年内の各年において生じた特定雑損失

金額（前年以前に控除されたものを除く。）は、一定の順序により、その申告書に係る年分

の課税標準の計算上控除する。 
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問題 6－3 確定申告（死亡又は出国の場合を除く。） 

P136〔4〕確定損失申告 

(3) その年の前年以前3年内（特定非常災害である場合には、前年以前5 年内）の各年… 

                        ↑ 

                        追加 

問題 6－4 死亡又は出国の場合の確定申告 

P139〔2〕出国の場合 (2)年の中途で出国する場合 ③確定損失申告 

（3行目） 

内（特定非常災害である場合には、前年以前 5年内）の各年… 

            ↑ 

            追加 


